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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　リダクションギヤメカニズムによりステアリングアシストのために電気モータの回転速
度を減速するとともにステアリングメカニズムに回転を伝達するための電気パワーステア
リング装置用のギヤであって、ギヤはリダクションギヤメカニズムに導入され用いられて
おり、ギヤの少なくとも歯は
　（ａ）少なくとも１種のポリアミドと、
　（ｂ）５～１２重量％の少なくとも１種の衝撃改質剤と、
　（ｃ）０．５～３重量％の少なくとも１種のポリカルボジイミドと
を含む無機強化剤または鉱物充填剤を含まない樹脂組成物から成形されていて、
前記衝撃改質剤（ｂ）はカルボキシル部分を含み、
前記樹脂組成物が前記ポリアミド８５～９４．５重量％を含む
ことを特徴とする電気パワーステアリング装置用のギヤ。
【請求項２】
　前記衝撃改質剤（ｂ）が、反応性官能基で変性されたエチレンプロピレン－ジエンコポ
リマーであることを特徴とする請求項１に記載の電気パワーステアリング装置用のギヤ。
【請求項３】
　前記樹脂組成物が、（ｄ）熱可塑性フェノキシ樹脂をさらに含むことを特徴とする請求
項１または２に記載の電気パワーステアリング装置用のギヤ。
【発明の詳細な説明】
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【技術分野】
【０００１】
　本発明はポリアミド樹脂組成物から形成される電気パワーステアリング装置用のギアに
関する。より詳しくは、本発明は衝撃改質剤とポリカルボジイミドと任意選択的にフェノ
ール－ホルムアルデヒド樹脂とを含むポリアミド樹脂組成物から形成される電気パワース
テアリング装置用のギアに関する。ポリアミド組成物は良好な耐衝撃性および剛性を有す
る。
【０００２】
　　（関連出願の相互参照）
　本願は２００５年５月１２日出願の米国仮特許出願第６０／６８０１５０号明細書の利
益を請求する。
【０００３】
　本発明の組成物は自動車用の電気パワーステアリング装置の中の電気モータの回転速度
を下げ、パワーアウトプットを上げるために用いられる電気パワーステアリング装置用の
ギヤのために好ましい。
【背景技術】
【０００４】
　ポリアミド組成物は、優れた物理的特性、耐薬品性および加工性のゆえに多様な用途で
用いられている。一般的な用途には、自動車部品および電気・電子部品が挙げられる。ポ
リアミドが良好な固有靱性を有するけれども、低弾性ゴム衝撃改質剤がポリアミド組成物
の靱性を高めるためにしばしば用いられる。しかし、これらの衝撃改質剤の添加は、得ら
れた樹脂の剛性を下げることがあり得る。剛性は、強化剤および充填剤、特に無機強化剤
（例えばガラス繊維）および鉱物充填剤の添加によって改善することが可能であるが、こ
の手段は、加工装置の磨耗、異方性、高い溶融粘度および低い耐加水分解性に関わる更な
る問題につながり得る。従って、衝撃改質剤を含むポリアミド組成物であって、追加の強
化剤および充填剤を添加する必要なく良好な剛性を有するポリアミド組成物が望ましいで
あろう。
【０００５】
　以下の開示は本発明の種々の態様に関連する場合があり、次の通り簡単に要約すること
ができる。
【０００６】
　反応性官能基により変性されたゴム弾性材料をポリアミド樹脂に添加することにより衝
撃強度を著しく改善することが可能であることは知られている。例えば、ａ）ポリアミド
（６６ナイロンおよび６ナイロンの混合物）６０～９７重量％と、ｂ）（ｉ）カルボキシ
ル官能基またはカルボキシレート官能基を有するゴム弾性オレフィンコポリマーまたは（
ｉｉ）少なくとも１種のα－オレフィンと少なくとも１種のα，β－不飽和カルボン酸の
イオンコポリマーであって、三元共重合性モノマーを含むことが可能であり、金属塩基性
塩により酸性成分を中和することにより少なくとも部分的にイオン化されているイオン性
コポリマーから選択された高分子強化剤３～４０重量％とを含む強化されたポリアミドブ
レンドは米国特許公報（特許文献１）で開示されている。
【０００７】
　ポリカルボジイミドの添加によって溶融粘度および耐加水分解性が改善されたポリアミ
ド組成物が開示されている。例えば、独特の流動学的特性および改善された剪断特性を有
するポリカルボジイミド変性加工性ポリアミド製品は米国特許公報（特許文献２）で開示
されている。カルボジイミド基がポリアミド中の末端ＣＯＯＨとＮＨ2基を橋架けする橋
架け剤としてポリカルボジイミドが機能することが開示されている。
【０００８】
　米国特許公報（特許文献３）には、０．１～５重量％の芳香族ポリカルボジイミドを含
むポリアミド樹脂組成物であって、高温での加水分解に対して安定化されているポリアミ
ド樹脂組成物が開示されている。
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【０００９】
　米国特許公報（特許文献４）には、ポリアミド中にカルボジイミド基対酸末端基の０．
１０～３．５モル当量の比で芳香族ポリカルボジイミドまたは脂肪族ポリカルボジイミド
を含むポリアミド樹脂組成物が開示されている。
【００１０】
　ポリアミド組成物の用途は上述した自動車部品を含む。例えば、コラム型電気パワース
テアリング装置において、ウォームなどの小さいギヤおよびウォームホイールなどの大き
なギヤはリダクションギヤメカニズムとして用いられ、電気モータの回転速度が減速され
、パワーアウトプットが小さいギヤから大きなギヤへの伝達によって増大された後、回転
はステアリングシャフトに加えられ、よってトルクはステアリング操作を助ける。軽量４
ホイール自動車または普通の乗用車、特に比較的小さいサイズの乗用車において用いられ
る電気パワーステアリング装置において、いわゆる樹脂ギヤは、リダクションギヤメカニ
ズムにおける歯衝撃騒音を減らし、重量を減らし、そして滑り抵抗を減らすことにより騒
音レベルを減らす目的で少なくともその歯を従来の金属でなく樹脂から製造している小さ
いギヤおよび大きなギヤの少なくとも一方のギヤ、特に大きなギヤのために一般に用いら
れてきた。
【００１１】
　より詳しくは、ステアリングシャフトに連結されてステアリングシャフトと一体的回転
を可能にする環状金属コアの複合構造を有する樹脂ギヤおよび環状ギヤ本体の外周上に歯
を有するとともにコアの外周を囲むために形成された樹脂から製造された環状ギヤ本体は
、電気パワーステアリング装置のギヤリダクションメカニズムのための大きなギヤとして
広く用いられてきた。更に、例えば、ＭＣ（モノマーキャステリング）ナイロン、ポリア
ミド６、ポリアミド６６およびポリアミド４６などのポリアミド樹脂は、ギヤ本体を形成
させるためにベース樹脂として一般に用いられてきた。近年、より大きな自動車の電気パ
ワーステアリング装置においてもリダクションギヤメカニズムのための大きなギヤとして
樹脂ギヤを用いる可能性が以前に比べてより研究されてきた。更に、より小さい環境汚染
をもたらす燃料効率がより良好な自動車を製造する目的で自動車のサイズに関係なく、従
来の電気パワーステアリング装置よりサイズおよび重量がより小さい電気パワーステアリ
ング装置に関する需要が最近生まれてきた。
【００１２】
　しかし、こうした従来の樹脂ギヤに付随する問題は、大きな自動車の電気パワーステア
リング装置または燃料消費を減らすためにサイズを小さくした電気パワーステアリング装
置に従来の樹脂ギヤが導入される時、必要な耐久性の性能を十分に確保することができず
、ギヤは比較的短期間以内に破壊される。これは、電気モータのパワーアウトプットを増
やさなければならず、リダクションギヤメカニズムに伝達されたトルクが、自動車のサイ
ズが大きくなるにつれて増えるからである。更に、電気パワーステアリング装置のサイズ
が小さくなるにつれて、大きなギヤのモジュールを増やし表面圧力を減らすような手段を
講じることが難しくなり、小さいギヤから大きなギヤへ伝達された表面圧力は増える傾向
がある。現在、従来の樹脂ギヤはリダクションギヤメカニズムのパワーアウトプットを増
やす要件を完全には満たすことができない。
【００１３】
　従って、リダクションギヤメカニズムのより高いパワーアウトプットへの変換に対応す
る高い剛性、特に電気パワーステアリング装置が用いられる高温環境で高い強度を維持す
るために必要な剛性と樹脂ギヤが加えられた応力下で容易に破壊することを防ぐ高い靱性
の両方を有する樹脂ギヤを提供することが望ましい。ガラス繊維などの強化繊維とベース
樹脂として機能するポリアミド樹脂をブレンドすることにより樹脂組成物の剛性を高める
ことが可能であることは周知されている。しかし、結果としての問題は樹脂組成物の靱性
が大幅に低下することである。なおもう１つの問題は、こうした樹脂組成物から成形され
た樹脂ギヤがいわゆる攻撃能力を有し、樹脂ギヤと合わせて組み立てられた金属ギヤの歯
を容易に損なうか、または磨耗させることである。更に、損傷し磨耗した金属ギヤから生
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じる微細金属粉末（磨耗粉末）は歯自体を容易に切断するか、または損傷させる。この理
由のために、強化繊維を含まない非強化型の樹脂組成物は樹脂ギヤを形成させるために好
ましい。非強化樹脂組成物の特性を改善するために種々の研究が行われてきた。
【００１４】
　例えば、弾性材料とベース樹脂として機能するポリアミド樹脂をブレンドすることによ
り樹脂組成物の靱性を高めることが可能であることは知られている。しかし、剛性は低下
するので、こうした樹脂組成物を用いることにより成形された樹脂ギヤは容易に変形され
得る。結果としての問題は、例えば、樹脂ギヤを大きなギヤとして用いる時、小さいギヤ
を経由して電気モータの回転によってトルクが加えられ、大きなギヤは変形し、小さいギ
ヤからのトルクの伝達比は減少するか、または回転が遅れ、小さいギヤとの係合が容易に
損なわれることである。なおもう１つの問題は、こうした樹脂ギヤが即時の変形を受けや
すいことに加えて、クリープ変形も容易に樹脂ギヤの中で容易に起き得、クリープ変形は
寸法安定性を容易に低下させ、小さいギヤとの係合においてバックラッシの揺らぎを引き
起こすことである。
【００１５】
　剛性が低下するのを防ぎつつポリアミド樹脂の分子量を高めると靱性を高めることが可
能であることも知られている。しかし、例えば、種々の添加剤をポリアミド樹脂とブレン
ドする時、射出成形のための成形材料（ペレットなど）は、樹脂がポリアミド樹脂の融点
以上の温度に加熱され溶融される状態において混練後に製造されるか、または製造された
成形材料をその融点以上の温度に再び加熱し、射出成形装置のシリンダ内で溶融させ、そ
の後、射出成形装置に連結した金属型に、例えば、複雑な構造の樹脂ギヤの場合にギヤ本
体の形状に対応する造形キャビティに樹脂を射出することにより樹脂ギヤを製造する時、
ポリアミド樹脂の分解は増し、ポリアミド樹脂の分子量はポリアミド樹脂によって吸収さ
れる水分および溶融中の熱の作用下で低下する。結果としての問題は、たとえ高い分子量
を有するポリアミド樹脂を用いても、上述したプロセスによって製造された樹脂ギヤの靱
性を高めることができないことである。
【００１６】
　ポリカルボジイミド化合物をポリアミド樹脂にブレンドすることにより樹脂組成物の種
々の特性を改善することが可能であることは知られている。例えば、（特許文献５）（請
求項１、パラグラフ番号０００１、０００４～０００７）には、ポリマー芳香族ポリカル
ボジイミドをポリアミド樹脂に０．１～５重量％の比でブレンドする場合、特に酸性媒体
中での加水分解に対する樹脂組成物の安定性を改善することが可能であることが記載され
ている。更に、（特許文献６）（請求項１、パラグラフ番号０００５、０００８、００３
１、００６２）には、ポリアミドエラストマー、ポリエステルエラストマー、アクリルゴ
ム、シリコーンゴムおよび弗素含有ゴム、変性ポリオレフィンゴムおよび変性ゴムを含む
群から選択された少なくとも１種の弾性材料１～３００重量部をポリアミド樹脂などの熱
可塑性樹脂３０～９９重量％およびポリカルボジイミド７０～１重量％の合計１００重量
部にブレンドする場合、樹脂組成物の耐熱性および耐衝撃性を改善することが可能である
ことが記載されている。更に、（特許文献７）（請求項１、パラグラフ番号０００２～０
００３、０００６～０００７、００１２～００１４）には、脂肪族カルボジイミド化合物
をポリアミド樹脂にブレンドする場合、加水分解に対する樹脂組成物の安定性、耐油性お
よび金属ハロゲン化物に対する抵抗性を高めることが可能であることが記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１７】
【特許文献１】米国特許第４，３４６，１９４号明細書
【特許文献２】米国特許第４，１２８，５９９号明細書
【特許文献３】米国特許第５，３６０，８８８号明細書
【特許文献４】米国特許出願第２００４／００１００９４号明細書
【特許文献５】特開平６－１６９３３号公報
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【特許文献６】特開平９－１９４７１９号公報
【特許文献７】特開平１１－３４３４０８号公報
【特許文献８】米国特許第４，１７４，３５８号明細書
【特許文献９】米国特許第２，９４１，９５６号明細書
【特許文献１０】特公昭４７－３３２７９号公報
【非特許文献】
【００１８】
【非特許文献１】Ｊ．Ｏｒｇ．Ｃｈｅｍ．２８，２０６９－２０７５頁（１９６３年）
【非特許文献２】Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｒｅｖｉｅｗｓ，８１，６１９－６２１頁（１９８
１年）
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【００１９】
　簡単に述べると、そして本発明の１つの態様によると、
　（ａ）約７７～約９６．９重量％の少なくとも１種のポリアミドと、
　（ｂ）約３～約２０重量％の少なくとも１種の衝撃改質剤と、
　（ｃ）約０．１～約５重量％の少なくとも１種のポリカルボジイミドと
を含み、前記重量％は組成物の全重量に基づくポリアミド組成物が提供される。
【００２０】
　本発明のもう１つの態様によると、上述した組成物から製造された物品が提供される。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
【図１】本発明による電気パワーステアリング装置用のギヤを導入しているリダクション
ギヤメカニズムを有する電気パワーステアリング装置の例を例示している概略断面図であ
る。
【図２】図１のＩＩ－ＩＩ線に沿った断面図である。
【図３】本発明の実施例および比較実施例で製作された電気パワーステアリング装置用の
ギヤのための樹脂組成物の曲げ弾性率（ＧＰａ）とノッチ付きシャルピー衝撃強度（ＫＪ
／ｍ2）との間の関係を例示しているグラフである。
【図４】本発明の実施例および比較実施例で製作された樹脂組成物の水吸収比率の変化を
例示しているグラフである。
【図５】本発明の実施例および比較実施例で製作された樹脂組成物を用いることにより形
成された電気パワーステアリング装置用のギヤの耐久性比を例示しているグラフである。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
　本発明の組成物はポリアミドと衝撃改質剤とポリカルボジイミドと任意選択的にノボラ
ック樹脂とを含む。
【００２３】
　　（ポリアミド）
　本発明の組成物のポリアミドは少なくとも１種の熱可塑性ポリアミドである。ポリアミ
ドは、ホモポリマー、コポリマー、ターポリマーまたはより高次のポリマーであってもよ
い。２つ以上のポリアミドのブレンドを用いてもよい。適するポリアミドは、ジカルボン
酸またはジカルボン酸誘導体とジアミンの縮合生成物および／またはアミノカルボン酸お
よび／またはラクタムの開環重合生成物であることが可能である。適するジカルボン酸に
は、アジピン酸、アゼライン酸、セバシン酸、ドデカン二酸、イソフタル酸およびテレフ
タル酸が挙げられる。適するジアミンには、テトラメチレンジアミン、ヘキサメチレンジ
アミン、オクタメチレンジアミン、ノナメチレンジアミン、ドデカメチレンジアミン、２
－メチルペンタメチレンジアミン、２－メチルオクタメチレンジアミン、トリメチルヘキ
サメチレンジアミン、ビス（ｐ－アミノシクロヘキシル）メタン、ｍ－キシリレンジアミ
ンおよびｐ－キシリレンジアミンが挙げられる。適するアミノカルボン酸は１１－アミノ



(6) JP 6044584 B2 2016.12.14

10

20

30

40

50

ドデカン酸である。適するラクタムには、カプロラクタムおよびラウロラクタムが挙げら
れる。
【００２４】
　好ましい脂肪族ポリアミドには、ポリアミド６、ポリアミド６６、ポリアミド４６、ポ
リアミド６９、ポリアミド６１０、ポリアミド６１２、ポリアミド１０１０、ポリアミド
１１、ポリアミド１２；ポリ（ｍ－キシリレンアジパミド）（ポリアミドＭＤＸ６）、ポ
リ（ドデカメチレンテレフタルアミド）（ポリアミド１２Ｔ）、ポリ（デカメチレンテレ
フタルアミド）（ポリアミド１０Ｔ）、ポリ（ノナメチレンテレフタルアミド）（ポリア
ミド９Ｔ）、ヘキサメチレンテレフタルアミドとヘキサメチレンアジパミドのポリアミド
（ポリアミド６Ｔ／６６）などの半芳香族ポリアミド、ヘキサメチレンテレフタルアミド
と２－メチルペンタメチレンテレフタルアミドのポリアミド（ポリアミド６Ｔ／ＤＴ）、
ヘキサメチレンイソフタルアミドとヘキサメチレンアジパミドのポリアミド（ポリアミド
６Ｉ／６６）、ヘキサメチレンテレフタルアミドとヘキサメチレンイソフタルアミドとヘ
キサメチレンアジパミドのポリアミド（ポリアミド６Ｔ／６Ｉ／６６）ならびにこれらの
ポリマーのコポリマーおよび混合物が挙げられる。
【００２５】
　適する脂肪族ポリアミドの例には、ポリアミド６６／６コポリマー、ポリアミド６６／
６８コポリマー、ポリアミド６６／６１０コポリマー、ポリアミド６６／６１２コポリマ
ー、ポリアミド６６／１０コポリマー、ポリアミド６６／１２コポリマー、ポリアミド６
／６８コポリマー、ポリアミド６／６１０コポリマー、ポリアミド６／６１２コポリマー
、ポリアミド６／１０コポリマー、ポリアミド６／１２コポリマー、ポリアミド６／６６
／６１０ターポリマー、ポリアミド６／６６／６９ターポリマー、ポリアミド６／６６／
１１ターポリマー、ポリアミド６／６６／１２ターポリマー、ポリアミド６／６１０／１
１ターポリマー、ポリアミド６／６１０／１２ターポリマーおよびポリアミド６／６６／
ＰＡＣＭ（ビス－ｐ－｛アミノシクロヘキシル｝メタン）ターポリマーが挙げられる。
【００２６】
　好ましいポリアミドはポリアミド６６である。ポリアミドと他の熱可塑性ポリマーのブ
レンドを用いてもよい。ポリアミドは、組成物の全重量を基準にして約７７～約９６．９
重量％、または好ましくは約８３～約９４．５重量％で存在する。
【００２７】
　　（衝撃改質剤）
　衝撃改質剤は、ポリアミド樹脂を強化するために適するあらゆる衝撃改質剤である。適
する衝撃改質剤の例は米国特許公報（特許文献８）に示されている。この特許は本明細書
に引用して援用する。好ましい衝撃改質剤は、ポリオレフィン主鎖自体または側鎖のいず
れかの上でポリオレフィンに結合されたカルボキシル部分を有するポリオレフィンである
カルボキシル置換ポリオレフィンである。「カルボキシル部分」は、ジカルボン酸、ジエ
ステル、ジカルボン酸モノエステル、酸無水物、モノカルボン酸およびエステルならびに
塩の１つまたは複数などのカルボキシル基を意味する。カルボン酸塩は中和されたカルボ
ン酸である。有用な衝撃改質剤は、ポリオレフィン主鎖自体または側鎖のいずれかの上で
ポリオレフィンに結合されたジカルボキシル部分を有するポリオレフィンであるジカルボ
キシル置換ポリオレフィンである。「ジカルボキシル部分」は、ジカルボン酸、ジエステ
ル、ジカルボン酸モノエステルおよび酸無水物の１つまたは複数などのジカルボキシル基
を意味する。好ましいポリオレフィンは、エチレンと１つまたは複数の追加のオレフィン
のコポリマーであり、ここで、追加のオレフィンは炭化水素である。
【００２８】
　衝撃改質剤は、好ましくは、エチレン／α－オレフィンポリオレフィンなどのオレフィ
ンコポリマーに基づいている。オレフィンコポリマーを調製するために適するオレフィン
の例には、エチレン、プロピレン、１－ブテン、１－ヘプテンまたは１－ヘキセンなどの
２～８個の炭化水素を有するアルケンが挙げられる。１，４－ヘキサジエン、２，５－ノ
ルボルナジエン、１，７－オクタジエンおよび／またはジシクロペンタジエンなどのジエ
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ンモノマーはポリオレフィンの調製に際して任意選択的に用いてもよい。好ましいオレフ
ィンコポリマーは、エチレンと３～６個の炭化水素を有する少なくとも１種のα－オレフ
ィンと少なくとも１種の非共役ジエンから誘導されたポリマーである。特に好ましいポリ
オレフィンは、１，４－ヘキサジエンおよび／またはジシクロペンタジエンおよびエチレ
ン／プロピレンコポリマーから製造されたエチレン－プロピレン－ジエン（ＥＰＤＭ）ポ
リマーである。
【００２９】
　カルボキシル部分をオレフィンコポリマーに導入して、不飽和カルボキシル含有モノマ
ーと共重合させることによりポリオレフィンの調製中に衝撃改質剤を形成させてもよい。
酸、エステル、二酸、ジエステル、酸エステルまたは酸無水物などのカルボキシル部分を
含む不飽和グラフト化剤によりポリオレフィンをグラフトすることによってカルボキシル
部分を導入してもよい。
【００３０】
　適する不飽和カルボキシル含有コモノマーまたはグラフト化剤の例には、マレイン酸、
無水マレイン酸、マレイン酸モノエステル、マレイン酸モノエチルエステルの金属塩、フ
マル酸、フマル酸モノエチルエステル、イタコン酸、ビニル安息香酸、ビニルフタル酸、
フマル酸モノエチルエステルの金属塩、およびマレイン酸、フマル酸またはイタコン酸の
メチルモノエステルおよびジエステル、プロピルモノエステルおよびジエステル、イソプ
ロピルモノエステルおよびジエステル、ブチルモノエステルおよびジエステル、イソブチ
ルモノエステルおよびジエステル、ヘキシルモノエステルおよびジエステル、シクロヘキ
シルモノエステルおよびジエステル、オクチルモノエステルおよびジエステル、２－エチ
ルヘキシルモノエステルおよびジエステル、デシルモノエステルおよびジエステル、ステ
アリルモノエステルおよびジエステル、メトキシエチルモノエステルおよびジエステル、
エトキシエチルモノエステルおよびジエステル、ヒドロキシモノエステルおよびジエステ
ル、またはエチルモノエステルおよびジエステルなどが挙げられる。無水マレイン酸は好
ましい。
【００３１】
　好ましい衝撃改質剤は、ＥＰＤＭポリマーまたは無水マレイン酸でグラフトされたエチ
レン／プロピレンコポリマーである。ポリエチレン、ポリプロピレンおよびＥＰＤＭポリ
マーなどのポリオレフィンとカルボキシル部分を含む不飽和化合物でグラフトされたポリ
オレフィンとのブレンドを衝撃改質剤として用いてもよい。
【００３２】
　他の好ましい衝撃改質剤は、亜鉛、マンガンまたはマグネシウムなどの二価金属カチオ
ンで部分的に中和されたカルボキシル基含有ポリマーであるイオノマーである。好ましい
イオノマーは、亜鉛で部分的に中和されたエチレン／アクリル酸およびエチレン／メタク
リル酸コポリマーである。イオノマーは、デラウェア州ウィルミントンの本願特許出願人
（Ｗｉｌｍｉｎｇｔｏｎ，ＤＥ）からサーリン（Ｓｕｒｌｙｎ）（登録商標）登録商標で
市販されている。
【００３３】
　衝撃改質剤は、組成物の全重量を基準にして約２～約２０重量％、または好ましくは約
５～約１４重量％で組成物の中に存在する。
【００３４】
　　（ポリカルボジイミド）
　ポリカルボジイミドは、脂肪族ポリカルボジイミド、脂環式ポリカルボジイミドまたは
芳香族ポリカルボジイミドであることが可能であり、化学式
【００３５】
【化１】
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【００３６】
によって表してもよい。
　式中、Ｒ基は、脂肪族基、脂環式基または芳香族基を表す。
【００３７】
　適するＲ基の例には、２，６－ジイソプロピルベンゼン、ナフタレン、３，５－ジエチ
ルトルエン、４，４’－メチレンビス（２，６－ジエチレンフェニル）、４，４’－メチ
レンビス（２－エチル－６－メチルフェニル）、４，４’－メチレンビス（２，６－ジイ
ソプロピルフェニル）、４，４’－メチレンビス（２－エチル－５－メチルシクロヘキシ
ル）、２，４，６－トリイソプロピルフェニル、ｎ－ヘキサン、シクロヘキサン、ジシク
ロヘキシルメタンおよびメチルシクロヘキサンなどから誘導された二価基が挙げられるが
、それらに限定されない。
【００３８】
　ポリカルボジイミドは、当業者に知られている様々な方法によって製造することが可能
である。従来の製造方法は、米国特許公報（特許文献９）または（特許文献１０）、（非
特許文献１）、（非特許文献２）に記載されている。典型的には、ポリカルボジイミドは
、有機ジイソシアネートの脱炭酸を伴う縮合反応によって製造される。この方法は、イソ
シアネート末端ポリカルボジイミドをもたらす。
【００３９】
　ポリカルボジイミドを調製するために、例えば、芳香族ジイソシアネート、脂肪族ジイ
ソシアネートおよび脂環式ジイソシアネートまたはそれらの混合物を用いることが可能で
ある。適する例には、１，５－ナフタレンジイソシアネート、４，４’－ジフェニルメタ
ンジイソシアネート、４，４’－ジフェニルジメチルメタンジイソシアネート、１，３－
フェニレンジイソシアネート、１，４－フェニレンジイソシアネート、２，４－トリレン
ジイソシアネート、２，６－トリレンジイソシアネート、２，４－トリレンジイソシアネ
ートと２，６－トリレンジイソシアネートの混合物、ヘキサメチレンジイソシアネート、
シクロヘキサン－１，４－ジイソシアネート、キシリレンジイソシアネート、イソホロン
ジイソシアネート、ジシクロヘキシルメタン－４，４’－ジイソシアネート、メチルシク
ロヘキサンジイソシアネート、テトラメチルキシリレンジイソシアネート、２，６－ジイ
ソプロピルフェニルイソシアネートおよび１，３，５－トリイソプロピルベンゼン－２，
４－ジイソシアネートなどが挙げられる。
【００４０】
　連鎖停止剤は、重合を制御するとともにイソシアネート以外の末端基を有するポリカル
ボジイミドを産出するために用いることが可能である。適する連鎖停止剤の例には、モノ
イソシアネートが挙げられる。適するモノイソシアネートには、フェニルイソシアネート
、トリルイソシアネート、ジメチルフェニルイソシアネート、シクロヘキシルイソシアネ
ート、ブチルイソシアネートおよびナフチルイソシアネートなどが挙げられる。
【００４１】
　適する他の連鎖停止剤には、アルコール、アミン、イミン、カルボン酸、チオール、エ
ーテルおよびエポキシドが挙げられる。例には、メタノール、エタノール、フェノール、
シクロヘキサノール、Ｎ－メチルエタノールアミン、ポリ（エチレングリコール）モノメ
チルエーテル、ポリ（プロピレングリコール）モノメチルエーテル、ジエチルアミン、ジ
シクロヘキシルアミン、ブチルアミン、シクロヘキシルアミン、クエン酸、安息香酸、シ
クロヘキサン酸、エチレンメルカプタン、アリールメルカプタンおよびチオフェノールが
挙げられる。
【００４２】
　ポリカルボジイミドを生成させる有機ジイソシアネートの反応は、１－フェニル－２－
ホスホレン－１－オキシド、３－メチル－１－フェニル－２－ホスホレン－１－オキシド
、１－エチル－２－ホスホレン－１－オキシド、３－メチル－ｅ－ホスホレン－１－オキ
シドおよび前述の３－ホスホレン異性体などのカルボジイミド化触媒の存在下で行われる
。これらの中で、３－メチル－１－フェニル－２－ホスホレン－１－オキシドは特に反応
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性である。
【００４３】
　ポリカルボジイミドは、組成物の全重量を基準にして約０．１～約５重量％、または好
ましくは０．５超～約３重量％、またはより好ましくは０．５超～約２重量％で組成物の
中に存在する。
【００４４】
　本発明の組成物の中でポリアミド樹脂とポリカルボジイミドとの間、およびポリカルボ
ジイミドと衝撃改質剤との間で相互作用が存在してもよい。これらの相互作用は、末端ポ
リアミドカルボキシル基とポリカルボジイミドの中のカルボジイミド基との間の共有結合
および衝撃改質剤のカルボキシル部分とポリカルボジイミドの中のカルボジイミド基との
間の共有結合を形成させる反応の形態を取ることが可能である。あらゆる共有結合を形成
させる反応は、場合によってまたはすべての場合に可逆性であってもよい。これらの起き
うる相互作用は、組成物の中のポリカルボジイミドの一部または全部が非結合性相互作用
を経由してポリアミドおよび／または衝撃改質剤に結合されて、またはポリアミドおよび
／または衝撃改質剤に付随して存在することを意味する。相互作用は、本発明の組成物の
靱性および剛性に寄与することが考えられる。
【００４５】
　　（フェノール－ホルムアルデヒド樹脂）
　ノボラック樹脂としても知られている熱可塑性フェノール－ホルムアルデヒド樹脂は、
以下の構造（式中、Ｒの各例は１つまたは複数の置換基を表す）によって表すことが可能
である。各置換基は、Ｈ、アルキル基、脂環式基およびアリール基から選択してもよい。
各芳香族環はＨ以外の１つを上回る置換基を含んでもよく、Ｈ以外のすべての置換基は同
じかまたは異なってもよい。
【００４６】
【化２】

【００４７】
　フェノール－ホルムアルデヒド樹脂は、モル過剰のフェノールまたは置換フェノールが
存在するように、酸または他の触媒の存在下で少なくとも１種のアルデヒドを少なくとも
１種のフェノールまたは置換フェノールと反応させることにより調製することが可能であ
る。適するフェノールおよび置換フェノールには、フェノール、ｏ－クレゾール、ｍ－ク
レゾール、ｐ－クレゾール、チモール、エチルフェノール、プロピルフェノール、ｐ－ブ
チルフェノール、ｔ－ブチルカテコール、ペンチルフェノール、ヘキシルフェノール、オ
クタフェノール、ヘプチルフェノール、ノニルフェノール、ビスフェノール－Ａ、ヒドロ
キシナフタレン、レゾルシノール、ビスフェノールＡ、イソオイゲノール、ｏ－メトキシ
フェノール、４，４’－ジヒドロキシフェニル－２，２－プロパン、イソアミルサリチレ
ート、ベンジルサリチレート、メチルサリチレートおよび２，６－ジ－ｔ－ブチル－ｐ－
クレゾールなどが挙げられる。適するアルデヒドおよびアルデヒド前駆体には、ホルムア
ルデヒド、パラホルムアルデヒド、ポリオキシメチレンおよびトリオキサンなどが挙げら
れる。１種を上回るアルデヒドおよび／またはフェノールをノボラックの調製に際して用
いてもよい。異なるもう２種のフェノール－ホルムアルデヒドのブレンドも用いてよい。
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従来のプラスチック成形のために用いることが可能であるあらゆる熱可塑性フェノール－
ホルムアルデヒドは適する。但し、５００～１５００の間の数平均分子量を有するフェノ
ール－ホルムアルデヒドは、最小のそりおよび最適の機械的特性を提供する場合がある。
【００４８】
　好ましいフェノール－ホルムアルデヒドには、フェノール－ホルムアルデヒド樹脂、ク
レゾール－ホルムアルデヒド樹脂、レゾルシノール－ホルムアルデヒド樹脂およびブチル
フェノール－ホルムアルデヒド樹脂が挙げられる。フェノール－ホルムアルデヒド樹脂を
用いる時、フェノール－ホルムアルデヒド樹脂は、組成物の全重量を基準にして約０．５
～約１０重量％、または好ましくは約２～約６重量％、またはより好ましくは約２～約５
重量％で存在する。
【００４９】
　本発明の組成物は、難燃剤、潤滑剤、離型剤、染料および顔料、酸化防止剤および無機
充填剤などの他の添加剤を更に含んでもよい。
【００５０】
　本発明の一実施形態において、本発明の組成物は、無機強化剤（ガラスおよびガラス繊
維を含む）または鉱物充填剤などの強化剤を全く含まない。
【００５１】
　本発明の組成物は、ブレンドが一体的全体を形成するように高分子成分のすべてが互い
内でよく分散され、非高分子原料のすべてが高分子マトリックスに分散され、高分子マト
リックスによって結合されている溶融混合されたブレンドである。本発明の高分子成分お
よび非高分子原料を組み合わせるために、いかなる溶融混合方法も用いてよい。
【００５２】
　例えば、高分子成分および非高分子原料は、単一工程添加を通して一度に、または段階
的方式で、例えば、一軸スクリュー押出機または二軸スクリュー押出機、ブレンダー、ニ
ーダー、またはバンバリーミキサなどの溶融ミキサに添加してもよく、その後、溶融混合
してもよい。段階的方式で高分子成分および非高分子原料を添加する時、高分子成分およ
び／または非高分子原料の一部は最初に添加し、後で添加される残りの高分子成分および
非高分子原料と溶融混合し、よく混合された組成物を得るまで更に溶融混合される。
【００５３】
　本発明の組成物は、例えば、射出成形、ブロー成形、押出、熱成形、溶融キャスティン
グ、真空成形および回転成形などの当業者に知られている方法を用いて物品に成形しても
よい。組成物は異なる材料から製造された物品上に重ね成形してもよい。組成物をフィル
ムまたはシートに押し出してもよい。組成物をモノフィラメントに成形してもよい。
【００５４】
　得られた物品は、ハウジング、自動車部品、電気製品、電子部品および建設材料を含む
様々な用途において用いてもよい。
【００５５】
　本発明の第２の態様は、自動車用の電気パワーステアリング装置の中の電気モータの回
転速度を下げ、パワーアウトプットを上げるために用いられる電気パワーステアリング装
置用のギヤに関する。
【００５６】
　本発明者らによって行われた研究は、少量のポリカルボジイミド化合物をポリアミド樹
脂にブレンドすると、上述した種々の特性を改善することが可能であるのみでなく、樹脂
ギヤの剛性が低下するのを防ぎつつ靱性を高めることも可能であることを実証した。これ
は、ポリアミド樹脂の末端官能基であるカルボキシル基とポリカルボジイミド化合物中に
存在するカルボジイミド基の相互作用（おそらく付加反応によって引き起こされる架橋）
によってポリアミド樹脂の見掛け粘性抵抗が高められるからである。本明細書で述べた粘
性抵抗は、粘性成分の固体状態における樹脂の挙動を粘弾性体の挙動によって表す場合の
粘性成分である。更に、この相互作用は可逆であり、ペレットを製造するとともに射出成
形をおこなうために用いられる溶融プロセスにおいて相互作用が一時的に解消されるけれ
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ども、相互作用は冷却プロセスにおいて再び現れ、ポリアミド樹脂の見掛け粘性抵抗は増
加する。結果として、上述したプロセスを経由して樹脂ギヤを製造する時に樹脂ギヤの剛
性が低下するのを防ぎつつ靱性を高めることが可能である。
【００５７】
　しかし、２つの成分の間のみの相互作用はなお不十分であり、時には靱性はなお十分に
高くない。この理由のために、（特許文献６）に記載されたように靱性の増加の効果をも
たらす弾性材料のブレンディングが研究されてきたが、先行技術によって実証されたよう
に、問題は弾性材料のみのブレンディングが剛性を下げるとともに樹脂ギヤの変形を促進
することである。更に、（特許文献６）の実施形態のようにポリカルボジイミド化合物の
量が多すぎる時、過剰のポリカルボジイミドが架橋され、よってポリアミド樹脂の見掛け
粘性抵抗を増加させる効果を得ることを困難にする。更に、架橋されたポリカルボジイミ
ド化合物の塊が樹脂組成物中に現れ、よって樹脂組成物の連続性を落とす。結果としての
問題は靱性を大幅に下げることである。
【００５８】
　本発明の第２の態様は、電気パワーステアリング装置のためのギヤであって、ベース樹
脂としてポリアミド樹脂を含むとともに強化繊維を含まない非強化樹脂組成物から形成さ
れた樹脂ギヤの少なくとも歯を有する樹脂ギヤとして、従来の樹脂ギヤの剛性と靱性より
優れた剛性と靱性を有するギヤを提供する。
【００５９】
　詳しくは、本発明による電気パワーステアリング装置用のギヤは、リダクションギヤメ
カニズムによりステアリングアシストのために電気モータの回転速度を減速するとともに
ステアリングメカニズムに回転を伝達するための電気パワーステアリング装置用のギヤで
あり、ギヤはリダクションギヤメカニズムに導入され用いられており、ここで、ギヤの少
なくとも歯は、
（ａ）少なくとも末端でカルボキシル基を有するポリアミド樹脂と、
（ｂ）ポリカルボジイミド化合物０．５～５重量％と、
（ｃ）反応性官能基で変性された弾性材料３～１５重量％と、
を含む非強化型の樹脂組成物から成形されている。
【００６０】
　樹脂組成物は、好ましくは
（ｄ）熱可塑性フェノキシ樹脂１～１０重量％を更に含む。
【００６１】
　更に、弾性材料（ｃ）の反応性官能基が、カルボキシル基およびカルボキシレート基か
ら選択される少なくとも１つのタイプであり、弾性材料（ｃ）が反応性官能基で変性され
たエチレン－プロピレン－ジエンコポリマーであることが好ましい。
【００６２】
　本発明は、ポリアミド樹脂の末端官能基であるカルボキシル基とポリカルボジイミド化
合物中に存在するカルボジイミド基の相互反応のみでなく、弾性材料を変性する反応性官
能基と前述した基のいずれかとの相互作用も用いる。更に、この相互作用は可逆であり、
ペレットなどの成形材料を製造するか、またはこうして製造された成形材料を用いて射出
成形を行うために用いられる溶融プロセスにおいて相互作用が一時的に解消されるけれど
も、相互作用は冷却プロセスにおいて再び現れる。結果として、ポリアミド樹脂の見掛け
粘性抵抗は増加する。
【００６３】
　この相互作用が発生した状態において、弾性材料による靱性の増加の作用を維持しつつ
剛性の減少は効果的に抑制されることが可能である。その理由は明確ではないが、以下の
説明を提供することが可能である。反応性官能基で変性されていない、従って、ポリアミ
ド樹脂またはポリカルボジイミド化合物と相互作用しない従来の弾性材料をブレンドする
時、ポリアミド樹脂の見掛け粘性抵抗の減少および樹脂組成物内部で分離された状態で存
在する弾性材料による塑性変形の強化のゆえに剛性は明らかに低下する。弾性材料が反応
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性官能基で変性されて、可逆作用を取ることが可能である。
【００６４】
　更に、本発明の第２の態様によると、ポリカルボジイミド化合物を全体の樹脂組成物を
基準にして０．５～５重量％の比率でブレンドするので、過剰のポリカルボジイミド化合
物の架橋を防ぐことが可能である。その全量がポリアミド樹脂および弾性材料と相互作用
し、ポリアミド樹脂の見掛け粘性抵抗を高め、樹脂組成物中で分離されずにポリアミド樹
脂と一体的に挙動するように弾性材料を機能させることが可能である。従って、本発明の
第２の態様は、従来のギヤの剛性および靱性より優れた剛性と靱性の両方を有する電気パ
ワーステアリング装置用のギヤを提供することが可能である。
【００６５】
　更に、上述したように吸収された水分によって引き起こされる分解のゆえにポリアミド
樹脂の分子量が容易に低下するので、樹脂組成物中の水分の量の厳密な制御が必要とされ
てきた。本発明の第２の態様により、利点は、ポリアミド樹脂、ポリカルボジイミド化合
物および弾性材料の相互作用のゆえに見掛け粘性抵抗を維持することが可能なので水分の
厳密な制御を必要としないことである。
【００６６】
　熱可塑性フェノキシ樹脂はポリアミド樹脂による水吸収を抑制するように作用する。こ
の理由のために、本発明の第２の態様による電気パワーステアリング装置のための樹脂を
形成させる樹脂組成物が熱可塑性フェノキシ樹脂を含む時、ポリアミド樹脂による水吸収
によって引き起こされる電気パワーステアリング装置用のギヤのサイズ変動は減少し、例
えば、水吸収および膨潤によって引き起こされる他のギヤとのバックラッシュおよびそれ
によって引き起こされる係合の劣化を抑制することが可能である。更に、熱可塑性フェノ
キシ樹脂はポリアミド樹脂の靱性を低下させるが、この低下が成分間の上述した相互作用
によって補償され得るので、電気パワーステアリング装置用のギヤは、熱可塑性フェノキ
シ樹脂を含む時でさえ、高い剛性および良好な靱性を維持することが可能である。
【００６７】
　弾性材料の反応性官能基がカルボキシル基およびカルボキシレート基の少なくとも１種
である時、反応性官能基はポリカルボジイミド化合物中に存在するカルボジイミド基と効
果的に相互作用し、よって電気パワーステアリング装置用のギヤの剛性および靱性を更に
増加させる。更に、弾性材料が反応性官能基で変性されたエチレン－プロピレン－ジエン
コポリマー（ＥＰＤＭ）である時、ＥＰＤＭがポリアミド樹脂およびポリカルボジイミド
化合物との良好な相互溶解度を有するので、電気パワーステアリング装置用のギヤの剛性
および靱性を更に増加させることが可能である。更に、ＥＰＤＭが良好な耐潤滑油性など
を有するので、電気パワーステアリング装置用のギヤの耐久性を高めることが可能である
。
【００６８】
　本発明による電気パワーステアリング装置用のギヤにおいて、少なくとも歯は、
（ａ）少なくとも末端でカルボキシル基を有するポリアミド樹脂と、
（ｂ）ポリカルボジイミド化合物０．５～５重量％と、
（ｃ）反応性官能基で変性された弾性材料３～１５重量％と、
を含む非強化型の樹脂組成物から成形される。
【００６９】
　この樹脂組成物が強化繊維を含まない非強化型に限定されている理由は上で記載されて
いる。電気パワーステアリング装置用のギヤの特定の例は、環状ギヤ本体の外周上に歯を
有し、コアの外周を囲むように配置されている、ステアリングシャフト上に装備された金
属コアと樹脂組成物から形成された環状ギヤ本体の複合構造を有する。
【００７０】
　こうした複合構造の電気パワーステアリング装置用のギヤは、例えば、コアおよびギヤ
本体の形状に対応するキャビティを保持するためのリテーナを有する金属型のリテーナに
コアを保持するインサート成形プロセスによって製造することが可能であり、金属型は射
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テイに注入され、その後、冷却されて、コアと一体の状態で樹脂本体を形成させる。ギヤ
本体の歯が高い寸法精度を有することを要求されるので、例えば、上述したプロセスにお
いて用いられた型キャビティ中の歯の形状に対応する形状でなく、後処理によって歯に形
成することができる例えばシリンダとして形状調節面を形成し、形状調節面に対応するイ
ンサート成形ギヤ本体の外周面上で後処理、例えば切削によって歯を形成させることが好
ましい。
【００７１】
　　（ポリアミド樹脂）
　従来の周知された多様なポリアミド樹脂のどれでもポリアミド樹脂として用いることが
可能であるが、優れた剛性および靱性を有する電気パワーステアリング装置用のギヤを成
形することを考慮して、ポリアミド６、ポリアミド６６、ポリアミド１２、ポリアミド６
１２、ポリアミド６／６６コポリマーまたはそれらの混合物を考慮することが可能である
。それらの中で、ポリアミド６６は好ましい。ポリアミド樹脂は、ポリカルボジイミド化
合物のカルボジイミド基との相互作用を可能にするために少なくとも終端末端でカルボキ
シル基をもたなければならない。カルボキシル基を終端末端処理によって除去したポリア
ミド樹脂においては、予想された効果を得ることができない。
【００７２】
　　（ポリカルボジイミド化合物）
　式（１）－Ｎ＝Ｃ＝Ｎ－Ｒ１－（１）によって表された反復単位を有する種々のポリカ
ルボジイミド化合物をポリカルボジイミド化合物（ｂ）として用いることが可能である。
【００７３】
　式（１）のＲ１の例は様々な二価有機基を含むが、以下の基は特に好ましい。ポリカル
ボジイミド化合物は、以下で述べる基の１つを含む単一反復単位よりなるホモポリマーで
あってもよいか、または２つ以上の異なる基を有する反復単位よりなるコポリマーであっ
てもよい。
【００７４】
　２，５－ジイソプロピル－１，３－フェニレン、２，６－ジイソプロピル－１，３－フ
ェニレン、４，６－ジイソプロピル－１，３－フェニレン、２，５－ジイソプロピル－１
，４－フェニレンおよび２，６－ジイソプロピル－１，４－フェニレンなどのジイソプロ
ピルベンゼンから誘導された二価基。３，５－ジエチル－２，４－トリレン、３，４－ジ
エチル－２，５－トリレン、３，４－ジエチル－２，６－トリレン、３，５－ジエチル－
２，６－トリレン、２，４－ジエチル－３，５－トリレン、２，６－ジエチル－３，５－
トリレン、２，４－ジエチル－３，６－トリレン、２，５－ジエチル－３，６－トリレン
および２，３－ジエチル－４，６－トリレンなどのジエチルトルエンから誘導された二価
基。
【００７５】
　１，３－ナフチレン、１，４－ナフチレン、１，５－ナフチレンおよび１，６－ナフチ
レンなどのナフチレンから誘導された二価基。１，３－シクロヘキシレンおよび１，４－
シクロヘキシレンなどのシクロヘキシレンから誘導された二価基。２－メチル－１，３－
シクロヘキシレン、４－メチル－１，３－シクロヘキシレン、５－メチル－１，３－シク
ロヘキシレンおよび２－メチル－１，４－シクロヘキシレンなどのメチルシクロヘキシレ
ンから誘導された二価基。２，４，６－トリイソプロピル－１，３－フェニレン、２，３
，５－トリイソプロピル－１，４－フェニレンおよび２，３，４－トリイソプロピル－１
，５－フェニレンなどのトリイソプロピルベンゼンから誘導された二価基。
【００７６】
　式（２）によって表される二価基。
【００７７】



(14) JP 6044584 B2 2016.12.14

10

20

30

40

50

【化３】

【００７８】
　式中、同じかまたは異なってもよいＲ２、Ｒ３、Ｒ４およびＲ５は、４，４’－メチレ
ンビス（２，６－ジエチルフェニル）、４，４’ －メチレンビス（２－エチル－６－メ
チルフェニル）および４，４’ －メチレンビス（２，６－ジイソプロピルフェニル）な
どの１～３個の炭素原子を有するアルキル基を表す。
【００７９】
　式（３）によって表される二価基。
【００８０】
【化４】

【００８１】
　式中、同じかまたは異なってもよいＲ６、Ｒ７、Ｒ８およびＲ９は、４，４’－メチレ
ンビス（シクロヘキシル）および４，４’－メチレンビス（２－エチル－６－メチルシク
ロヘキシル）などのハロゲン原子または１～３個の炭素原子を有するアルキル基を表す。
【００８２】
　ポリカルボジイミド化合物（ｂ）は、例えば、イソシアネート基のカルボジイミド化反
応を強化する触媒の存在下で上述した例の２つの基を含む１つ、２つまたはそれ以上の有
機ジイソシアネートのカルボジイミド化反応を行うことにより合成することが可能である
。適する触媒の例には、ホスホレンオキシド化合物および金属触媒が挙げられる。ホスホ
レンオキシド化合物の例には、１－フェニル－２－ホスホレン－１－オキシド、３－メチ
ル－１－フェニル－２－ホスホレン－１－オキシド、１－エチル－２－ホスホレン－１－
オキシド、３－メチル－２－ホスホレン－１－オキシド、１－フェニル－３－ホスホレン
－１－オキシド、３－メチル－１－フェニル－３－ホスホレン－１－オキシド、１－エチ
ル－３－ホスホレン－１－オキシドおよび３－メチル－３－ホスホレン－１－オキシドが
挙げられる。
【００８３】
　金属触媒の例には、ペンタカルボニル鉄、ノナカルボニル鉄、テトラカルボニルニッケ
ル、ヘキサカルボニルタングステンおよびヘキサカルボニルクロミウムなどの金属カルボ
ニル錯体、ベリリウム、アルミニウム、ジルコニウム、クロミウムおよび鉄などの金属の
アセチルアセトン錯体、トリメチルホスフェート、トリエチルホスフェート、トリイソプ
ロピルホスフェート、トリ－ｔ－ブチルホスフェート、トリフェニルホスフェートおよび
テトラブチルチタネートなどの燐酸エステルが挙げられる。式（１）によって表される反
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復単位を有するポリカルボジイミド化合物の重合度は、好ましくは、反応の始めから終わ
りの段階まで早晩適切な時点で末端イソシアネートを遮断するためにアルコール、アミン
またはモノイソシアネートをブレンドすることにより前述した触媒の存在下で有機ジイソ
シアネートをカルボジイミド化に供する合成中に制御される。
【００８４】
　ポリカルボジイミド化合物（ｂ）の重合度は、すなわち、式（１）によって表される反
復単位の数は、好ましくは３～１０である。更に、ポリカルボジイミド化合物の分子量は
、ポリスチレンのために計算された数平均分子量Ｍｎによって表され、ゲル透過クロマト
グラフィによって判明する５００～３０００である。重合度または分子量がこの範囲より
低い時、ポリアミド樹脂（ａ）と弾性材料（ｃ）との相互作用が誘発されるとしてもポリ
アミド樹脂の見掛け粘性抵抗を増加させる十分な効果を得られない場合がある。逆に、重
合度または分子量がこの範囲より高い場合、ポリカルボジイミド化合物の分子は大きくな
り過ぎ、ポリアミド樹脂（ａ）と弾性材料（ｃ）との相互作用は困難になる。結果として
、いずれの場合も、ギヤの弾性を落とさずに電気パワーステアリング装置用のギヤの靱性
を増加させる十分な効果を得られない場合がある。
【００８５】
　全体の樹脂組成物中のポリカルボジイミド化合物（ｂ）の含有比率は０．５～５重量％
に限定される。ポリカルボジイミド化合物（ｂ）の含有比率が０．５重量％未満である時
に生じる問題は、電気パワーステアリング装置用のギヤの靱性を増加させる効果がポリア
ミド樹脂（ａ）と弾性材料（ｃ）とのポリカルボジイミド化合物の相互作用によってギヤ
の弾性の低下なしに得ることができないことである。他方、含有比率が上述した５重量％
を上回る場合、過剰のポリカルボジイミド化合物が架橋し、ポリアミド樹脂の見掛け粘性
抵抗を増加させる効果を得ることができない。更に、架橋されたポリカルボジイミド化合
物の塊が樹脂組成物中に現れ、樹脂組成物の連続性が落ち、よって靱性は大幅に低下する
。
【００８６】
　なおもう１つの問題は、架橋されたポリカルボジイミド化合物の比率が増加し、ポリカ
ルボジイミド化合物とポリアミド樹脂または弾性材料との相互作用が強すぎになり、溶融
粘度が樹脂組成物からペレットなどの成形材料を製造する間に、または製造された成形材
料を用いることによって行われる射出成形中に溶融プロセスにおいて高過ぎになることで
ある。特に、電気パワーステアリング装置用のギヤを効率的に且つ射出成形プロセスにお
いて成形欠陥なしに成形することができないことである。
【００８７】
　更に、ポリカルボジイミド化合物（ｂ）によって製造されるギヤの弾性を落とさずに電
気パワーステアリング装置用のギヤの靱性を増加させる効果を更に強化する観点から、ま
た電気パワーステアリング装置用のギヤの効果的な成形を可能にするために樹脂組成物の
溶融粘度を減少させる観点からも、全体の樹脂組成物中のポリカルボジイミド化合物（ｂ
）の含有比率が、上述した範囲内で０．５～３．０重量％、より詳しくは１．５～２．５
重量％であることが好ましい。
【００８８】
　　（弾性材料）
　弾性材料（ｃ）の例には、ベース骨格としてゴム、柔らかい樹脂および熱可塑性エラス
トマーなどの種々の弾性材料を含むとともに、ポリアミド樹脂（ａ）の末端カルボキシル
基またはポリカルボジイミド化合物（ｂ）に含まれるカルボジイミド基と相互作用できる
種々の反応性官能基によって変性されたベース骨格の主鎖または側鎖を有する化合物が挙
げられる。更に、ポリカルボジイミド化合物（ｂ）に含まれるカルボジイミド基と相互作
用できるカルボキシル基およびカルボキシレート基（カルボキシル基の金属塩またはカル
ボキシル基および有機基のエステル）から選択された少なくとも１つの型の基は反応性官
能基として好ましい。反応性基が基の少なくとも１つの型の基である時、それらの基は、
ポリカルボジイミド化合物に含まれるカルボジイミド基と効果的に相互作用することが可
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能であり、電気パワーステアリング装置用のギヤの剛性および靱性を更に改善することが
可能である。
【００８９】
　２～８個の炭素原子を有する少なくとも２種のオレフィン（エチレン、プロピレンなど
）のコポリマーであり、耐潤滑油性およびポリアミド樹脂（ａ）またはポリカルボジイミ
ド化合物（ｂ）との相互溶解度に優れるオレフィンコポリマーはベース骨格を形成させる
弾性材料として好ましい。更に、オレフィンコポリマーは非共役ジエンも含むことが可能
である。それらの中で、エチレン、炭素原子数３～６のα－オレフィンおよびジエンのコ
ポリマー、特にエチレン－プロピレン－ジエンコポリマーは好ましい。ベース骨格がエチ
レン－プロピレン－ジエンコポリマーであり、無水マレイン酸をグラフトすることにより
ベース骨格がカルボキシル基で変性されている化合物は、上述した要件を満足させる好ま
しい弾性材料の例である。
【００９０】
　全体の樹脂組成物の中の弾性材料（ｃ）の含有比率は３～１５重量％に限定される。弾
性材料（ｃ）の含有比率が３重量％未満である時、ポリアミド樹脂（ａ）およびポリカル
ボジイミド化合物（ｂ）との弾性材料の相互作用による、ギヤの弾性を低下させずに電気
パワーステアリング装置用のギヤの靱性を高める効果を得ることができない。更に、含有
比率が１５重量％を上回る場合、溶融粘度は、樹脂組成物からペレットなどの成形材料を
製造する間、または製造された成形材料を用いることにより行われる射出成形中に溶融プ
ロセスにおいて高すぎになる。結果として、特に射出成形プロセスにおいて効果的且つ成
形欠陥なしに電気パワーステアリング装置用のギヤを成形することができない。
【００９１】
　更に、弾性材料（ｃ）によって製造されるギヤの弾性を落とさずに電気パワーステアリ
ング装置用のギヤの靱性を増加させる効果を更に強化する観点から、また電気パワーステ
アリング装置用のギヤの効果的な成形を可能にするために樹脂組成物の溶融粘度を減少さ
せる観点から、全体の樹脂組成物中の弾性化合物（ｃ）の含有比率が、上述した範囲内で
５～１２重量％、より詳しくは８～１０重量％であることが好ましい。
【００９２】
（熱可塑性フェノキシ樹脂）
　樹脂組成物は熱可塑性フェノキシ樹脂（ｄ）も含んでよい。熱可塑性フェノキシ樹脂は
式（４）によって表される化合物である。
【００９３】
【化５】

【００９４】
　式中、同じかまたは異なってもよいＲ１０、Ｒ１１およびＲ１２は、水素原子、アルキ
ル基、環式アシル基またはアリール基を表す。樹脂はノボラック樹脂とも呼ばれる。熱可
塑性フェノキシ樹脂（ｄ）が配合される場合、ポリアミド樹脂による水吸収が抑制され、
ポリアミド樹脂による水吸収によって引き起こされる電気パワーステアリング装置用のギ
ヤのサイズの変化は小さくなり、例えば、水吸収および膨潤によって引き起こされる他の
ギヤとのバックラッシュおよび結果としての係合の妨害を抑制することが可能である。
【００９５】
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　更に、熱可塑性フェノキシ樹脂（ｄ）はポリアミド樹脂の靱性を低下させるように作用
するが、この低下が上述した成分（ａ）～（ｃ）間の相互作用によって補償され得るので
、電気パワーステアリング装置用のギヤは、熱可塑性フェノキシ樹脂を含む時でさえ、高
い剛性および良好な靱性を維持することが可能である。熱可塑性フェノキシ樹脂（ｄ）の
分子量は、好ましくは５００～１５００である。この範囲において、樹脂組成物にポリア
ミド樹脂による水吸収を抑制する効果を与えることが可能であり、樹脂組成物の溶融粘度
を下げることが可能であり、よって電気パワーステアリング装置用のギヤの効果的な成形
を可能にし、成分（ａ）～（ｃ）の相互作用によって引き起こされるギヤの弾性の低下な
しに電気パワーステアリング装置用のギヤの靱性を高める効果を制約なしに実証すること
ができるからである。式（４）のｎの値は、好ましくは、分子量をこの範囲に合わせるよ
うに調節される。
【００９６】
　更に、全体の樹脂組成物中の熱可塑性フェノキシ樹脂（ｄ）の含有比率は、好ましくは
１～１０重量％である。熱可塑性フェノキシ樹脂（ｄ）の含有比率が１重量％未満の場合
、ポリアミド樹脂による水吸収を抑制する十分な効果を得られない場合がある。更に、含
有比率が１０重量％を上回る場合、熱可塑性フェノキシ樹脂によって実証されているポリ
アミド樹脂の靱性の低下の作用が強められ得る。結果として、この作用を成分（ａ）～（
ｃ）の相互作用によって十分には補償することができず、電気パワーステアリング装置用
のギヤの靱性を低下させる場合がある。熱可塑性フェノキシ樹脂（ｄ）によってもたらさ
れるポリアミド樹脂による水吸収を抑制する効果を更に強化するとともに、電気パワース
テアリング装置用のギヤの靱性の低下も抑制するために、全体の樹脂組成物の中の熱可塑
性フェノキシ樹脂（ｄ）の含有比率は上述した範囲内で１．５～８重量％、好ましくは２
～６重量％である。
【００９７】
　上述した成分に加えて、樹脂組成物は、耐熱性を高めるための熱安定剤および高密度ポ
リエチレン（ＨＤＰＥ）粉末、超高分子量ポリエチレン（ＵＨＭＷＰＥ）粉末、二硫化モ
リブデンまたは耐磨耗性を高めるための固体潤滑剤としての弗素含有潤滑剤を更に含んで
もよい。樹脂組成物へのこうした成分の導入は、電気パワーステアリング装置用のギヤの
耐久性を更に高めることを可能にする。
【００９８】
　しかし、添加剤の幾つかは、ポリカルボジイミド化合物と優先的に反応することが可能
であり、よってポリカルボジイミド化合物とポリアミド樹脂または弾性材料との間の相互
作用を妨害する。靱性を高める予想された効果をこうした場合に得ることができないので
、ポリカルボジイミド化合物と相互作用しないような添加剤を選択的に用いることが重要
である。
　　（リダクションギヤメカニズムおよび電気パワーステアリング装置）
【００９９】
　図１は、本発明による電気パワーステアリング装置用のギヤを導入しているリダクショ
ンギヤメカニズムを有する電気パワーステアリング装置の例を例示している概略断面図で
ある。
【０１００】
　図１を参照すると、電気パワーステアリング装置において、電気パワーステアリング装
置の上に装備されたステアリングホイール１を有するインプットシャフトの機能を果たす
第１のステアリングシャフト２およびラックおよびピニオンメカニズムなどのステアリン
グメカニズム（図示していない）に動作可能に連結されたパワーシャフトの機能を果たす
第２のステアリングシャフト３がトーションバー４を介して同軸で連結されている。
【０１０１】
　第１のステアリングシャフト２および第２のステアリングシャフト３を支持するハウジ
ング５は、例えばアルミニウム合金から製造され、車体（図示していない）上に装備され
ている。ハウジング５は互いに接合されたセンサハウジング６およびギヤハウジング７を
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含んでいる。より詳しくは、ギヤハウジング７は円筒形状を有し、その上端での環状エッ
ジ部分７ａはセンサハウジング６の低端の外周上で環状ステップ部分６ａに接合されてい
る。ギヤハウジング７はリダクションメカニズムの機能を果たすウォームギヤメカニズム
８を収容し、センサハウジング６はトルクセンサ９およびコントロールパネル１０などを
収容している。
【０１０２】
　ウォームギヤメカニズム８は、軸方向に動きが制御されて軸方向に第２のステアリング
シャフト３の中央部分と一体で回転することができるとともに、本発明による電気パワー
ステアリング装置用のギヤの機能を果たすウォームホイール（大きいギヤ）１２と、ウォ
ームホイール１２に係合され、スプラインカップリング３３を介して電気モータＭの回転
シャフト３２に連結されているウォームシャフト１１（小さいギヤ、図２参照）とを含む
。
【０１０３】
　ウォームホイール１２は、第２のステアリングシャフト３との一体回転を可能にするた
めに第２のステアリングシャフト３に接合された環状コア１２ａと、樹脂組成物から製造
され、コア１２ａの外周を囲み、ギヤ本体１２ｂの外周上に形成された歯を有するギヤ本
体１２ｂとを含む。ウォームホイール１２は、例えばインサート成形によってコア１２ａ
とギヤ本体１２ｂを接合し一体化することにより上述したように形成される。
【０１０４】
　第２のステアリングシャフト３は、上と下からウォームホイール１２を夾むように配置
された第１のロールベアリング１３と第２のロールベアリング１４によって軸方向に回転
可能に支持される。
【０１０５】
　第１のロールベアリング１３の外環１５は、センサハウジング６の下端で管状突起６ｂ
の中に提供されたベアリング保持穴１６に嵌合され保持される。外環１５の上端面は環状
ステップ部分１７に接触し、センサハウジング６に対するその軸上方移動は抑制される。
【０１０６】
　他方、第１のロールベアリング１３の内環１８は、外部プレス締付けによって第２のス
テアリングシャフト３に接合される。内環１８の下端面はウォームホイール１２のコア１
２ａの上端面に接触する。
【０１０７】
　第２のロールベアリング１４の外環１９は、ギヤハウジング７のベアリング保持穴２０
に嵌合され保持される。外環１９の下端面は環状ステップ部分２１に接触し、ギヤハウジ
ング７に対するその軸下方移動は抑制される。
【０１０８】
　他方、第２のロールベアリング１４の内環２２は第２のステアリングシャフト３上に装
備されて、内環２２が第２のステアリングシャフト３と一体で回転することができ、軸方
向におけるその相対移動が抑制される。更に、内環２２は、第２のステアリングシャフト
３のステップ部分２３と、第２のステアリングシャフト３のねじ込み部分上に締付けられ
ているナット２４との間に挟まれている。
【０１０９】
　トーションバー４は、第１のステアリングシャフト２および第２のステアリングシャフ
ト３を通り抜ける。トーションバー４の上端４ａは、リンクピン２５により第１のステア
リングシャフト２に一体的に回転可能に連結され、下端４ｂはリンクピン２６により第２
のステアリングシャフト３に一体的に回転可能に連結されている。第２のステアリングシ
ャフト３の下端は、中間シャフト（図示していない）を介してラックおよびピニオンメカ
ニズムなどのステアリングメカニズムに上述したように連結される。
【０１１０】
　リンクピン２５は、第１のステアリングシャフト２と同軸で配置されている第３のステ
アリングシャフト２７を連結して、第３のステアリングシャフト２７が第１のステアリン
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グシャフト２と一体的に回転することが可能である。第３のステアリングシャフト２７は
ステアリングカラムを構成するチューブ２８内部を通り抜ける。
【０１１１】
　第１のステアリングシャフト２の上部分は、第３のロールベアリング２９、例えばニー
ドルロールベアリングを介してセンサハウジング６上に回転可能に支持される。第１のス
テアリングシャフト２の下部分の小径部分３０および第２のステアリングシャフト３の上
部分の穴３１は、回転方向に規定のバックラッシュを提供することにより接合され、第１
のステアリングシャフト２と第２のステアリングシャフト３の相対回転を規定範囲に制限
している。
【０１１２】
　更に、図２を参照すると、ウォームシャフト１１は、ギヤハウジング７によって保持さ
れている第４のロールベアリング３４と第５のロールベアリング３５によって回転可能に
支持されている。
【０１１３】
　第４のロールベアリング３４と第５のロールベアリング３５の内環３６、３７は、ウォ
ームシャフト１１に対応するネッキング部分により接合されている。更に、外環３８、３
９はギヤハウジング７のそれぞれベアリング保持穴４０、４１の中に保持されている。
【０１１４】
　ギヤハウジング７は、ウォームシャフト１１の円周面の部分に半径方向で面する部分７
ｂを含む。
【０１１５】
　更に、ウォームシャフト１１の一端部分１１ａを支持する第４のロールベアリング３４
の外環３８は、ギヤハウジング７のステップ部分４２に接触することにより位置合わせさ
れている。他方、他端部分１１ｂに向けた内環３６の移動は、ウォームシャフト１１の位
置合わせステップ部分４３に接触することにより制限される。
【０１１６】
　一端部分１１ａに向けたウォームシャフト１１の他端部分１１ｂ（カップリングの側の
端部分）の付近のゾーンを支持する第５のロールベアリング３５の内環３７の移動は、ウ
ォームシャフト１１の位置合わせステップ部分４４に接触することにより制限される。更
に、外環３９は、予備圧力調節のためのスクリュー部材４５によって第４のロールベアリ
ング３４に向けて推進される。スクリュー部材４５がギヤハウジング７の中に形成された
ねじ込み穴４６にねじ込まれる時、スクリュー部材４５は、一対のロールベアリング３４
、３５に予備圧力を加え、同時にウォームシャフト１１を軸方向に位置あわせする。参照
番号４７は、予備圧力調節のためにスクリュー部材４５を止め固定するためにスクリュー
部材４５に係合されたロックナットを表す。
【０１１７】
　ギヤハウジング７内部で、ウォームシャフト１１とウォームホイール１２の少なくとも
係合部分Ａを含む領域は潤滑剤組成物で充填される。従って、ウォームシャフト１１の係
合部分Ａのみ、または係合部分Ａおよび周辺全体、あるいはギヤハウジング７の内側全体
は潤滑剤組成物で充填してもよい。
【０１１８】
　本発明は上述した実施方式に限定されない。例えば、本発明による電気パワーステアリ
ング装置用のギヤは、ウォームシャフト１１と組み合わせたウォームギヤメカニズム８を
構成するウォームホイール１２に限定されず、本発明の構成は、特に大きなギヤの中で、
フラットギヤ、ベベルギヤ、ハイポイドギヤ、ヘリカルギヤおよびラックギヤなどのリダ
クションギヤメカニズムを構成する様々なギヤにおいて用いることも可能である。更に、
本発明の請求の範囲に記載された特徴の範囲内で種々の修正を行うことが可能である。
【実施例】
【０１１９】
　　（実施例１～１２および比較実施例１～６の調製）
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　表１～３に示した成分を２シャフトニーダー内で溶融ブレンドし、押し出し、固化し、
ペレットに切断した。原料の量を組成物の全重量を基準にして重量％で示している。
【０１２０】
　　（溶融粘度の測定）
　得られたペレットサンプルを用いて溶融粘度をカイネス・キャピラリー・レオメータ（
Ｋａｙｎｅｓｓ　Ｃａｐｉｌｌａｒｙ　Ｒｅｏｍｅｔｅｒ）（ヤスダ製作所（Ｙａｓｕｄ
ａ　Ｓｅｉｓａｋｕｓｈｏ）、ＬＣＲシリーズ）で測定した。０．１３±０．０１％の含
水率を有するペレットで２８０℃の溶融温度および１，０００秒-1の剪断速度で測定を行
った。すべての試験を５回繰り返し、結果を平均値として示している。
【０１２１】
　　（試験片の調製）
　非強化ナイロン樹脂のための標準成形条件を用いて、高さ４．０ｍｍ×長さ１７５ｍｍ
×幅２０ｍｍのＩＳＯ試験片を上述した得られたペレットから成形した。
【０１２２】
　　（物理的特性の測定）
　物理的特性を測定するために上述した試験片を用いた。引張伸びはＩＳＯ５２７－１／
－２に準拠して測定した。弾性率はＩＳＯ１７８に準拠して測定した。シャルピー衝撃強
度はＩＳＯ１７９／１ｅＡに準拠して測定した。初期衝撃エネルギーを２Ｊに設定したが
、破断しなかったサンプルのために１５Ｊに更に増加させた衝撃エネルギーで衝撃を繰り
返した。表２の「非破断」は、サンプルが２Ｊまたは１５Ｊの衝撃エネルギー下で破断し
なかったことを示している。
【０１２３】
　　（寸法安定性）
　実施例７、１１および１２の組成物を６０×６０×２ｍｍの板に成形した。流れ方向に
ある板の長さを測定し、板を５０℃および相対湿度９５％で５００時間にわたり状態調節
した。その後、流れ方向にある板の長さを再び測定し、％変化を計算した。％変化は実施
例７に関して２．３２％、実施例１１に関して１．５５％、実施例１２に関して１．２７
％であった。
【０１２４】
　以下の材料を実施例および比較実施例の組成物の中の原料として用いた。
ポリアミド樹脂Ａ（ポリアミド６，６）：本願特許出願人から入手できるザイテル（Ｚｙ
ｔｅｌ）（登録商標）１０１。
ポリアミド樹脂Ｂ（固相重合ポリアミド６，６）：本願特許出願人から入手できるザイテ
ル（Ｚｙｔｅｌ）（登録商標）Ｅ５０。
衝撃改質剤：無水マレイン酸でグラフトされたＥＰＤＭゴム。
ポリカルボジイミド：スタバキソール（Ｓｔａｂａｘｏｌ）Ｐ、バイエル（Ｂａｙｅｒ）
から入手できる芳香族ポリカルボジイミド。
フェノール－ホルムアルデヒド樹脂：スミライトレジン（Ｓｕｍｉｌｉｔｅｒｅｓｉｎ）
（登録商標）ＰＲ－ＮＭＤ－２０２、１１８℃の軟化温度を有するフェノールノボラック
樹脂であり、住友ベークライト（Ｓｕｍｉｔｏｍｏ　Ｂａｋｅｌｉｔｅ　Ｃｏ．Ｌｔｄ．
）から入手できる。
熱安定剤：銅熱安定剤
【０１２５】
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【表１】

【０１２６】
【表２】

【０１２７】
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【表３】

【０１２８】
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【表４】

【０１２９】
　実施例１～１０および比較実施例１～６から明らかなように、衝撃改質剤およびポリカ
ルボジイミドを含むポリアミド組成物は、ポリカルボジイミドおよび衝撃改質剤を含まな
いポリアミド組成物を基準として、高い剛性を維持しつつ高い衝撃強度を有する。
【０１３０】
　実施例１１および１２は、衝撃改質剤およびポリカルボジイミドを含むポリアミド組成
物の中のフェノール－ホルムアルデヒド樹脂の存在が、水分にさらされた時に良好な寸法
安定性も有する良好な剛性および衝撃強度を有する組成物につながることを実証している
。
【０１３１】
　従って、本明細書で前述した目的と利点を完全に満足させるポリアミド組成物および物
品が本発明により提供されたことは明らかである。本発明をその特定の実施形態と合わせ
て記載してきた一方で、多くの代替案、修正および変種が当業者に対して明らかであるこ
とは明白である。従って、添付したクレームの精神および広い範囲内に入るこうしたすべ
ての代替案、修正および変種を包含することが意図されている。
【０１３２】
　　（実施例１３～１７、比較実施例７、８）
　表５および６に示された比率で成分（ａ）～（ｄ）を予備混合し、二軸スクリュー（直
径４０ｍｍ）混練押出機を用いることにより溶融状態で混練し、紐様形状に押出成形し、
ペレット化することにより、射出成形のための非強化型のペレットを製造した。混練中の
樹脂温度は２８０～３２０℃であった。
（ａ）ポリアミド樹脂：ポリアミド６６（本願特許出願人によって製造されたザイテル（
Ｚｙｔｅｌ）（登録商標）１０１、ＲＶ＝４９．５）
（ｂ）芳香族ポリカルボジイミド化合物：スタバキソール（Ｓｔａｂａｘｏｌ）（登録商
標）Ｐ（軟化点７０℃）、ラインケミー・カンパニー（Ｒｈｅｉｎ　Ｃｈｅｍｉｅ　Ｃｏ
．）によって製造されたもの）
（ｃ）弾性材料：無水マレイン酸をグラフトすることによりカルボキシル基において変性
されたエチレン－プロピレン－ジエンコポリマー（本願特許出願人）
（ｄ）熱可塑性フェノキシ樹脂：スミライトレジン（Ｓｕｍｉｌｉｔｅ　Ｒｅｓｉｎ）（
登録商標）ＰＲ－ＮＭＤ－２０２（軟化点１１８℃）、住友ベークライト（Ｓｕｍｉｔｏ
ｍｏ　Ｂａｋｅｌｉｔｅ　Ｃｏ．，Ｌｔｄ．）によって製造されたもの
【０１３３】
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　　（比較実施例９～１３）
　以下で記載したポリアミド樹脂を個々に用いたことを除き、実施例１３～１７および比
較実施例７と８と同じ方式で非強化ペレットを製造した。
（ｉ）射出成形用の標準粘度６６ナイロン（本願特許出願人によって製造された「ザイテ
ル（Ｚｙｔｅｌ）」（登録商標）１０３ＨＳ）
（ｉｉ）押出成形用の高粘度６６ナイロン（本願特許出願人によって製造された「ザイテ
ル（Ｚｙｔｅｌ）」（登録商標）４２Ａ）
（ｉｉｉ）押出成形用の超高衝撃６６ナイロン（本願特許出願人によって製造された「ザ
イテル（Ｚｙｔｅｌ）」（登録商標）ＳＴ８０１）
（ｉｖ）射出成形用の低粘度（高サイクル）６ナイロン（宇部興産（Ｕｂｅ　Ｉｎｄｕｓ
ｔｒｉｅｓ　Ｌｔｄ．）によって製造された「ＵＢＥ」ナイロン１０１３Ｂ）
（ｖ）射出成形用の耐衝撃性６ナイロン（宇部興産（Ｕｂｅ　Ｉｎｄｕｓｔｒｉｅｓ　Ｌ
ｔｄ．）によって製造された「ＵＢＥ」ナイロン１０１８Ｉ）
【０１３４】
　　（試験片の製作）
　実施例および比較実施例において製造されたペレットを用いることにより非強化ナイロ
ン樹脂のための普通成形条件下で厚さ４．０ｍｍ、長さ１７５ｍｍおよび幅２０ｍｍの試
験片を射出成形した。以下の試験を行うことにより試験片の特性を評価した。
【０１３５】
　　（引張破壊歪みの測定）
　以下のＩＳＯ規格によって規定された試験方法に従い試験片の引張破壊歪み（％）を測
定した。
ＩＳＯ５２７－１：１９９３「プラスチック－引張特性の決定－パート１：一般原則」
ＩＳＯ５２７－２：１９９３「プラスチック－引張特性の決定－パート２：成形および押
出プラスチックのための試験条件」
【０１３６】
　（曲げ弾性率の測定）
　以下のＩＳＯ規格によって規定された試験方法に従い試験片の曲げ弾性率（ＧＰａ）を
測定した。
ＩＳＯ１７８：２００１「プラスチック－曲げ特性の決定」
【０１３７】
　（ノッチ付きシャルピー衝撃強度の測定）
　切削により各試験片の中に単一ノッチを形成させることにより得られたノッチ付き試験
片の貫層衝撃に関連するシャルピー衝撃強度（ｋＪ／ｍ２）を以下のＩＳＯ規格によって
規定された試験方法に従い測定した。
ＩＳＯ１７９－１：２０００「プラスチック－シャルピー衝撃特性の決定－パート１：非
計器衝撃試験」
【０１３８】
　　（溶融粘度の測定）
　キャピラリーレオメータ（「カイエネス・キャピラリー・レオメータ（Ｋａｙｅｎｅｓ
ｓ　Ｃａｐｉｌｌａｒｙ　Ｒｈｅｏｍｅｔｅｒ）」、ＬＳＲシリーズ、ヤスダ（Ｙａｓｕ
ｄａ　Ｌｔｄ．）によって製造されたもの）を用いることにより２８０℃の測定温度およ
び１０００ｓ-1の剪断速度で試験片の溶融粘度を測定した。
【０１３９】
　測定のために用いられたすべての試験片の水吸収比率を０．１３％±０．００１％に調
節した。測定を５回行い、平均値を見出した。結果を表５～７および図３に示している。
【０１４０】
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【０１４１】
【表６】

【０１４２】
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【表７】

【０１４３】
　表に提示されたデータおよび図は、従来のポリアミド樹脂を用いるとともに高い曲げ弾
性率および優れた剛性を有する試験片（比較実施例９、１０、１２）が低い衝撃強度およ
び低い靱性を有していたことを実証している。逆に、高い衝撃強度および優れた靱性を有
する試験片（比較実施例１１および１３）は、小さい曲げ弾性率および低い剛性を有して
いた。更に、成分（ａ）～（ｃ）を含むが、０．５重量％未満の量でポリカルボジイミド
化合物を含む樹脂組成物から製造された比較実施例７の試験片は、高い曲げ弾性率および
優れた剛性を有していたが、低い衝撃強度および低い靱性を有していた。成分（ａ）～（
ｃ）を含むが、１５重量％を上回る量で弾性材料を含む樹脂組成物から製造された比較実
施例８の組成物では、溶融粘度は高過ぎ、射出成形によって試験片を成形するのは困難で
あった。結果として、引張破壊歪み、曲げ弾性率およびノッチ付きシャルピー衝撃強度の
測定をやめた。
【０１４４】
　それに反して、実施例の樹脂組成物を用いることにより成形されたすべての試験片は、
優れた剛性に加えて優れた靱性を有していた。すなわち、それらの試験片は高い剛性と高
い靱性を兼ね備えていた。更に、実施例の比較は、弾性材料（ｃ）の含有率が高ければ高
いほど、靱性が高いことが可能であり、熱可塑性フェノキシ樹脂（ｄ）をブレンドした時
、剛性が低下するけれども、この剛性の低下は成分（ａ）～（ｃ）の機能によって補償す
ることができ、剛性および靱性を実際的使用のために適するレベルに維持することができ
ることを確認した。
【０１４５】
　　（水吸収比率の測定）
　比較実施例８および実施例１６と１７の樹脂組成物を用いることにより成形された試験
片を放置して２３℃の温度および相対湿度５０％ＲＨの一定温度および湿度条件下で４８
時間にわたり留まらせることにより乾燥させ、その後、それらの重量を測定した。その後
、試験片を放置して５０℃の温度および相対湿度９５％の高温および高湿度条件下で留ま
らせることにより水分を吸収させ、滞留時間と、乾燥状態の重量に対する重量増加比率に
よって見出された水吸収比率（％）との間の関係を見出した。結果を図４に示している。
図は、熱可塑性フェノキシ樹脂を配合することにより水吸収を抑制することが可能である
ことを実証している。
【０１４６】
　　（耐久性の研究）
　比較実施例７および実施例１３、１５および１６の樹脂組成物を用いることによりイン
サート成形によって図１および２に示したようにコア１２ａおよびギヤ本体１２ｂを一体
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化したウォームホイール１２を製作した。各ウォームホイール１２を図１および２で示し
た電気パワーステアリング装置中のスチールウォームシャフト１１と合わせて組み立てた
。自動車の前輪の静止ステアリングモードに等しい荷重下で直接回転および逆回転中にギ
ヤ本体１２ｂが破壊されるまでのサイクル数を測定し、比較実施例７の結果を１として取
った時に得られるサイクルの数の比を耐久比として見出した。結果を図５に示している。
この図は、すべての実施例で、比較実施例７の耐久性と比較することにより耐久性が高ま
ったことを実証している。特に、実施例１５において、比較実施例７の耐久性のサイクル
数の５倍のサイクル数まで測定を行ったが、ギヤ本体１２ｂは破壊されず、高い耐久性を
確認することができた。

【図１】 【図２】

【図３】
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【図４】

【図５】
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